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令和４年７月１４日 

 

東京ガス株式会社と連携した住宅防火対策の実施 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

１ 実施開始日 

  令和４年７月１５日（金）から 

２ 実施内容 

  東京ガス株式会社が、契約者宅を訪問して行うガス機器の点検時や、新規契約時

に行うガス開栓時の機会等に合わせて、同社の点検作業員が当庁作成のリーフレッ

ト（別紙参照）を配布します。契約者に対して、住宅用火災警報器（以下、「住警器」

という。）の設置及び適切な維持管理（定期的な点検、設置後１０年での本体交換

等）を中心に、出火防止や初期消火等、住宅防火対策の周知を実施します。（年間

約２００万件の実施を想定） 

  住警器は、住宅火災の被害軽減に役立っていますが、設置から１０年が経過した

住警器は、電子部品の劣化や電池切れ等により火災を感知しなくなるおそれがあり

ます。平成２２年４月に、全ての住宅に設置が義務化されてから１０年以上が経過

していることから、定期的な点検と本体の交換について、重点的に周知していきま

す。 

３ その他 

 ⑴ 令和４年７月１３日（水）に、東京消防庁本部庁舎にて、東京ガス株式会社に

対する依頼状交付式を実施しました。（別添え写真参照） 

⑵ 令和４年中の住宅火災発生状況については、別添えのとおりです。 

                                    

問合せ先 

東京消防庁 ㈹   電話 3212-2111 

防災安全課生活安全係    内線 4195 

広報課報道係   内線 2345～2350 

東京消防庁では、火災による死者の約９割が住宅火災で発生していることから、

主な出火原因に対する出火防止対策や、住宅用火災警報器の設置及び適切な維持

管理等の周知を推進しているところです。 

本年２月から３月にかけて、住宅火災による死者が急増し、７月１３日１７時現

在、住宅火災による死者は５２人（前年同日比１３人増）となっており、今後も被

害の増加が危惧されます。 

この度、東京ガス株式会社の協力のもと、同社が実施する保安活動の一環とし

て、住宅用火災警報器の設置及び適切な維持管理を中心とした住宅防火対策の周

知を実施することになりました。 

住宅火災の被害軽減に向けて、本取組により、住宅防火対策の周知を推進してい

きます。 



別紙 

 

リーフレットデザイン 

Ａ４判２つ折り（両面・１ページのサイズがＡ5・４ページ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【裏表紙】 【表紙】 

【見開きページ】 



別添え 

 

 

 

 

 

 

 

 



【令和４年７月１３日１７時現在】 

 

１ 平成３０年以降の住宅火災による死者発生状況の推移（１０日間毎） 

 

 

 

２ 平成３０年以降の住宅火災の死者に占める高齢者の割合 
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３ 令和４年と令和３年中における高齢者の出火時の状況 

 

 

４ 令和４年と令和３年中における出火原因別の死者発生状況 

 

 

５ 令和４年における住警器等の設置状況別の死者発生状況 
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注１  住宅火災による死者とは、寄宿舎、下宿、共同住宅、専用住宅及び長屋の用に供する建築物又はその

部分から出火した火災により死亡した者（自損により死亡した者を除く。）をいう。 

注２  高齢者とは、６５歳以上の者をいう。 

注３  令和３年及び令和４年（７月１３日１７時現在）の数値は速報値。 

注４  平成３０年から令和３年の数値は 1 年間の合計値。 


